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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
　

回次
第47期

第３四半期累計期間
第47期

第３四半期会計期間
第46期

会計期間
自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日

自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日

自　平成20年１月１日
至　平成20年12月31日

売上高 （千円） 5,786,720 1,714,240 7,845,556

経常利益 （千円） 335,418 26,489 594,546

四半期（当期）純利益 （千円） 213,864 32,334 332,058

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － －     －

資本金 （千円） － 674,265 674,265

発行済株式総数 （株） － 5,104,003 5,104,003

純資産額 （千円） － 7,700,349 7,618,476

総資産額 （千円） － 16,828,121 16,357,462

１株当たり純資産額 （円） － 1,514.91 1,499.63

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 42.28 6.39 65.71

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － 65.62

１株当たり配当額 （円） － － 25.00

自己資本比率 （％） － 45.5 46.4

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 848,417 － 762,274

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △220,135 － △1,900,182

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △58,620 － 847,578

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） － 2,187,317 1,617,654

従業員数 （人） － 222 218

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、四半期連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推

移については記載しておりません。

　　　　２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

　　　　３．持分法を適用した場合の投資利益については、該当事項がないため記載しておりません。

　　　　４．第47期第３四半期累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当第３四半期会計期間において、当社により営まれている事業の内容に重要な変更はありません。　　　

　　　　　

３【関係会社の状況】

　該当事項はありません。 

 

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 222 [199]

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当第３四半期会計期間の平均人員を［　］外数で記載しておりま

す。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第３四半期会計期間の生産実績を品目別に示すと、次の通りであります。

　なお、事業の種類は単一であるため品目別に記載しております。

品目
当第３四半期会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

防じんマスク（千円） 824,717

防毒マスク（千円） 280,717

防じん・防毒マスク関連その他製品（千円） 386,818

マスク関連事業計（千円） 1,492,252

環境改善工事及び機器（千円） 124,694

環境関連事業計（千円） 124,694

合計（千円） 1,616,946

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当社は見込生産を行っているため、該当事項はありません。

(3）販売実績

　当第３四半期会計期間の販売実績を品目別に示すと、次の通りであります。

　なお、事業の種類は単一であるため品目別に記載しております。

品目
当第３四半期会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

防じんマスク（千円） 855,648

防毒マスク（千円） 293,933

防じん・防毒マスク関連その他製品（千円） 411,076

マスク関連事業計（千円） 1,560,657

環境改善工事及び機器（千円） 153,582

環境関連事業計（千円） 153,582

合計（千円） 1,714,240

　（注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

２．当第３四半期会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次の通り

であります。

相手先

当第３四半期会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

金額（千円） 割合（％）

ミドリ安全用品㈱ 317,709 18.5

３．本表の金額には消費税等は含まれておりません。
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２【事業等のリスク】

当第３四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

４【財政状態及び経営成績の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

 

（1）業績の状況

　当第３四半期会計期間（平成21年７月１日～９月30日）におけるわが国経済は、各国政府の財政出動による景気

対策の効果もあり、表面的には底打ちの様相を呈した感があるものの、企業収益や雇用・所得環境は未だ厳しい状

況が続いており、景気の反転力は依然として不透明なまま推移しました。

　このような厳しい経営環境の中、マスク関連事業部門においては、防じんマスク、防毒マスクの主力市場である製

造業の生産及び雇用が本格的な回復には至らなかったため販売も低調で、売上高は15億60百万円となりました。

　環境関連事業部門においては、法規制にともなうホルムアルデヒド対策用換気装置の需要が大手病院で一巡した

ため、売上高は1億53百万円に留まりました。

　以上の結果、当第３四半期会計期間の売上高は17億14百万円となりました。

　利益につきましては、顧客のコスト削減策の影響による高収益製品の販売比率の低下、新製品の製造コストの増加

及び減価償却の耐用年数短縮等による売上原価率の上昇などにより、営業利益は48百万円、経常利益は26百万円、四

半期純利益は32百万円となりました。

　

（2）キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、第２四半期会計期間末に比べ４億

70百万円増加し、21億87百万円となりました。

　各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次の通りです。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は４億66百万円となりました。これは主に、税引前四半期純利益が59百万円となった

ことと減価償却費１億34百万円、たな卸資産の増加額81百万円、売上債権の減少額４億40百万円等によるものです。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は85百万円となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出91百万円と有

形固定資産の売却による収入10百万円等によるものです。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果得られた資金は90百万円となりました。これは主に、長期借入金の純増額90百万円によるもので

す。

 

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。

　

（4）研究開発活動

　当第３四半期会計期間の研究開発費の総額は１億20百万円であります。

　なお、当第３四半期会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期会計期間において、中井テクノヤードと同一建屋内にある中井配送センターを、前事業年度に取得い

たしました埼玉県比企郡嵐山町の建屋内に移転いたしました。また、配送センターの名称も中井配送センターから

埼玉配送センターに変更いたしました。当該設備の状況は以下の通りであります。

事業所名（所在地） 設備の内容

帳簿価額

従業員数

（人）

建物及び

構築物

（千円）

機械装置及び

運搬具

（千円）

工具器具備品

（千円）

合計

（千円）

埼玉配送センター

（埼玉県比企郡嵐山町）

　

防じんマスク、

防毒マスクの配送業務
175,591 13,749　 8,463　 197,804 6

　

(2）設備の新設、除却等の計画

当第３四半期会計期間において、前四半期会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 20,000,000

計 20,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現在発行数（株）

（平成21年９月30日）
提出日現在発行数（株）
（平成21年11月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 5,104,003 5,104,003ジャスダック証券取引所
単元株式

数100株

計 5,104,003 5,104,003 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権は、次の通りであります。

①　平成19年３月29日定時株主総会決議

 
第３四半期会計期間末現在
（平成21年９月30日）

新株予約権の数（個） 1,130

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）　  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 113,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 　 1,363

新株予約権の行使期間
自　平成21年４月３日

至　平成24年３月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　

資本組入額

1,363 

  681

新株予約権の行使の条件

・権利行使時において当社の取締役、監査役または従業員の

いずれかの地位を保有している場合に限る。ただし、任期

満了に伴う退任、定年退職その他正当な理由がある場合

は、この限りではない。

・譲渡、質入その他の処分及び相続は認めない。

・その他の条件は、第44期定時株主総会決議及び取締役会決

議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株

予約権割当契約」に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡する場合は、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項　 －

　

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

 平成21年７月１日～

平成21年９月30日 
－ 5,104,003 － 674,265 － 527,936

　

　

（５）【大株主の状況】

　当第３四半期会計期間において、ブルー・スカイ・キャピタル・マネジメント・プロプライアタリー・リミテッド

から平成21年７月23日付の大量保有報告書の変更報告書の写しの送付があり、平成21年７月15日現在で以下の株式を

保有している旨の報告を受けておりますが、当第３四半期会計期間末日現在における実質所有株式数の確認ができま

せん。なお、大量保有報告書の変更報告書の写しの内容は以下の通りであります。　　

　

　大量保有者　　　ブルー・スカイ・キャピタル・マネジメント・プロプライアタリー・リミテッド　　　

　住所　　　　　　オーストラリア、ニューサウスウェールズ州2095、シドニー、マンリー、１aリアルト・レーン

　保有株券等の数　株式　194,700株

　株券等保有割合　3.81％ 
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（６）【議決権の状況】

　　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

　載することができないことから、直前の基準日（平成21年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

　す。

①【発行済株式】

平成21年９月30日現在 

 区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

　無議決権株式 － － － 

　議決権制限株式(自己株式等） － － －

　議決権制限株式（その他） － － －

　完全議決権株式（自己株式等） 
(自己保有株式） 

普通株式　 　46,300
－ －

　完全議決権株式（その他） 普通株式　5,055,800 50,558 －

　単元未満株式 普通株式      1,903  － －

　発行済株式総数  5,104,003  － －

　総株主の議決権  －  50,558 －

（注）　「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株（議決権の数20個）含

 　　　まれております。

 

 

 

②【自己株式等】

平成21年９月30日現在 

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

　興研株式会社
東京都千代田区

四番町７番地
46,300 － 46,300  0.91

 計 － 46,300 －  46,300 0.91

 

 

 

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
１月

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 950 924 900 1,0871,134 955 938 1,100 993

最低（円） 890 770 750 765 850 881 842 920 892

　（注）　最高・最低株価はジャスダック証券取引所におけるものであります。

　

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。

 

EDINET提出書類

興研株式会社(E02396)

四半期報告書

 9/24



第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、第１四半期会計期間（平成21年１月１日から平成21年３月31日まで）から、「財務諸表等の用語、様式及び作

成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府令第50号）附則第６条第１項第５号

但し書きにより、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期会計期間（平成21年７月１日から平成21

年９月30日まで）及び当第３四半期累計期間（平成21年１月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期財務諸

表について、監査法人Ａ＆Ａパートナーズによる四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

　当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成21年９月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成20年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,187,317 1,617,654

受取手形及び売掛金 2,817,187 3,340,727

商品及び製品 745,538 808,774

仕掛品 743,027 300,186

原材料及び貯蔵品 402,110 417,674

繰延税金資産 134,216 134,264

その他 72,843 79,508

貸倒引当金 △3,000 △4,000

流動資産合計 7,099,241 6,694,791

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※1
 1,473,668

※1
 1,505,581

機械及び装置（純額） ※1
 1,114,259

※1
 1,254,506

土地 5,377,462 5,337,522

その他（純額） ※1
 342,931

※1
 287,745

有形固定資産合計 8,308,322 8,385,356

無形固定資産 27,095 23,183

投資その他の資産

投資有価証券 209,525 233,312

繰延税金資産 351,300 238,348

保険積立金 751,504 700,196

その他 82,130 83,274

貸倒引当金 △1,000 △1,000

投資その他の資産合計 1,393,460 1,254,131

固定資産合計 9,728,879 9,662,671

資産合計 16,828,121 16,357,462

負債の部

流動負債

買掛金 240,186 175,009

短期借入金 ※3, ※4
 1,100,000

※3, ※4
 1,100,000

1年内返済予定の長期借入金 ※3, ※4
 1,472,900

※3, ※4
 1,399,500

1年内償還予定の社債 2,200,000 －

未払金 194,490 123,498

未払法人税等 152,456 134,383

賞与引当金 210,000 199,000

役員賞与引当金 17,000 27,000

その他 131,738 250,312

流動負債合計 5,718,771 3,408,702
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（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成21年９月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成20年12月31日)

固定負債

社債 － 2,200,000

長期借入金 ※3, ※4
 2,540,500

※3, ※4
 2,530,300

退職給付引当金 417,498 200,432

役員退職慰労引当金 434,500 395,100

その他 16,500 4,451

固定負債合計 3,408,999 5,330,283

負債合計 9,127,771 8,738,986

純資産の部

株主資本

資本金 674,265 674,265

資本剰余金 528,693 528,693

利益剰余金 6,478,484 6,391,063

自己株式 △41,779 △41,640

株主資本合計 7,639,663 7,552,381

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 22,153 32,378

新株予約権 38,533 33,716

純資産合計 7,700,349 7,618,476

負債純資産合計 16,828,121 16,357,462
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（２）【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

（単位：千円）

当第３四半期累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 5,786,720

売上原価 3,151,030

売上総利益 2,635,690

販売費及び一般管理費 ※1
 2,190,404

営業利益 445,286

営業外収益

受取利息 1,108

受取配当金 3,451

受取手数料 6,684

雑収入 13,449

営業外収益合計 24,693

営業外費用

支払利息 76,151

支払手数料 35,000

その他 23,410

営業外費用合計 134,562

経常利益 335,418

特別利益

保険返戻金 31,947

移転補償金 31,854

貸倒引当金戻入額 1,000

特別利益合計 64,801

特別損失

有形固定資産除却損 2,697

投資有価証券評価損 6,546

特別損失合計 9,243

税引前四半期純利益 390,975

法人税、住民税及び事業税 283,000

法人税等調整額 △105,888

法人税等合計 177,111

四半期純利益 213,864
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【第３四半期会計期間】
（単位：千円）

当第３四半期会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 1,714,240

売上原価 965,234

売上総利益 749,006

販売費及び一般管理費 ※1
 700,362

営業利益 48,643

営業外収益

受取利息 303

受取手数料 2,320

雑収入 7,472

営業外収益合計 10,096

営業外費用

支払利息 18,948

その他 13,302

営業外費用合計 32,250

経常利益 26,489

特別利益

移転補償金 31,854

貸倒引当金戻入額 1,000

特別利益合計 32,854

特別損失

有形固定資産除却損 22

特別損失合計 22

税引前四半期純利益 59,321

法人税、住民税及び事業税 80,000

法人税等調整額 △53,013

法人税等合計 26,986

四半期純利益 32,334
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第３四半期累計期間
(自　平成21年１月１日
　至　平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 390,975

減価償却費 385,082

有形固定資産除却損 2,697

投資有価証券評価損益（△は益） 6,546

退職給付引当金の増減額（△は減少） 217,066

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 39,400

賞与引当金の増減額（△は減少） 11,000

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △10,000

受取利息 △1,108

受取配当金 △3,451

支払利息及び社債利息 76,151

売上債権の増減額（△は増加） 523,540

たな卸資産の増減額（△は増加） △364,041

仕入債務の増減額（△は減少） 65,177

未払消費税等の増減額（△は減少） △27,111

その他 △125,236

小計 1,186,689

利息及び配当金の受取額 4,560

利息の支払額 △81,768

法人税等の支払額 △261,062

営業活動によるキャッシュ・フロー 848,417

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △246,089

有形固定資産の売却による収入 31,500

無形固定資産の取得による支出 △5,865

長期前払費用の取得による支出 △268

貸付金の回収による収入 1,000

その他 △412

投資活動によるキャッシュ・フロー △220,135

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 2,100,000

短期借入金の返済による支出 △2,100,000

長期借入れによる収入 1,000,000

長期借入金の返済による支出 △916,400

配当金の支払額 △125,923

その他 △16,296

財務活動によるキャッシュ・フロー △58,620

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 569,662

現金及び現金同等物の期首残高 1,617,654

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 2,187,317
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
 
 

当第３四半期累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

 会計処理基準に関する事項の

 変更

１．棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

　「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業

会計基準第９号）を第１四半期会計期間から適用し、評価基準については、原価法から

原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更しております。

この変更に伴う損益に与える影響はありません。

 

２．リース取引に関する会計基準等の適用

「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成５年６月17日　最終改

正平成19年３月30日　企業会計基準第13号）及び「リース取引に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準委員会　平成６年１月18日　最終改正平成19年３月30日　企業会計

基準適用指針第16号）を第１四半期会計期間から早期に適用し、所有権移転外ファイナ

ンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理から通常

の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更し、リース資産として計上しておりま

す。

また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロと

して算定する方法によっております。

なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しており

ます。

この変更に伴う損益に与える影響はありません。

　

【簡便な会計処理】

当第３四半期累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

１．棚卸資産の評価方法

 

　当第３四半期会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前事業年度末

の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。

　また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正

味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。

２．固定資産の減価償却費の

　　算定方法

　定率法を採用している固定資産の減価償却費については、当事業年度に係る減価償却

費の額を期間按分して算定しております。

３．退職給付費用の算定方法 　退職給付費用については、当事業年度に係る退職給付費用の額を期間按分して算定し

ております。

４．繰延税金資産及び繰延税

　　

　　金負債の算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前事業年度末以降に経営環境等、かつ、

一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるので、前事業年度において使用

した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっております。

　

【四半期財務諸表の作成に当たり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。
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【追加情報】

当第３四半期累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

機械及び装置の耐用年数の

変更

法人税法の改正（減価償却資産の耐用年数等に関する省令の一部を改正する省令　平

成20年４月30日　財務省令第32号）を契機として見直しを行い、機械及び装置につきま

しては、耐用年数を第１四半期会計期間より15年から９年に変更しております。

この結果、従来と同一の基準によった場合と比べて、当第３四半期累計期間の営業利

益、経常利益及び税引前四半期純利益は、それぞれ72,122千円減少しております。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第３四半期会計期間末
（平成21年９月30日）

前事業年度末
（平成20年12月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額

　　　　　　　　　 6,741,776千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

　　　　　　　　　 6,418,944千円　

　２　受取手形の裏書譲渡額は4,543千円であります。 

 

※３　財務制限条項

　借入金のうち、シンジケートローン契約（残高合計

2,000百万円）には、財務制限条項が付されており下

記のいずれかの条項に抵触した場合、多数貸付人の

請求に基づくエージェントの借入人に対する通知に

より、借入人は全貸付人及びエージェントに対する

本契約上の全ての債務について期限の利益を失い、

直ちに貸付の元本並びに利息及び清算金その他本契

約に基づき借入人が支払義務を負担する全ての金員

を支払うことになっています。

（条項）

借入人は、平成20年12月決算以降、決算期の末日及び

第２四半期会計期間の末日において、以下の各号の

条件を充足することを確約する。

①貸借対照表の純資産の部の金額を平成19年12月決

算期末日における貸借対照表の純資産の部の金額

の80％及び直前の決算期末日における貸借対照表

の純資産の部の金額の80％のいずれか高い方の金

額以上に維持すること。

②損益計算書における経常損益につき、２期連続し　

　て損失を計上しないこと（但し、第２四半期は除

　く）。

※４　コミットメントライン

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀

行４行と当座貸越契約及びコミットメントライン契

約を締結しております。これらの契約に基づく当第

３四半期会計期間末の借入未実行残高は次の通りで

あります。

当座貸越極度額及びコミット

メントラインの総額

3,100,000千円

借入実行残高 1,100,000千円

差引額 2,000,000千円

　２　受取手形の裏書譲渡額は8,262千円であります。

 

※３　財務制限条項

　借入金のうち、シンジケートローン契約（残高合計

1,000百万円）には、財務制限条項が付されており下記

のいずれかの条項に抵触した場合、多数貸付人の請求

に基づくエージェントの借入人に対する通知により、

借入人は全貸付人及びエージェントに対する本契約上

の全ての債務について期限の利益を失い、直ちに貸付

の元本並びに利息及び清算金その他本契約に基づき借

入人が支払義務を負担する全ての金員を支払うことに

なっています。

（条項）

①貸借対照表の純資産の部の金額を平成16年12月決　

　算期末日における貸借対照表の純資産の部の金額

　の80％及び直前の決算期末日における貸借対照表

　の純資産の部の金額の80％のいずれか高い方の金

　額以上に維持すること。

②損益計算書における経常損益につき、損失を計上

　しないこと。

 

 

 

 

※４　コミットメントライン

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行

４行と当座貸越契約及びコミットメントライン契約を

締結しております。これらの契約に基づく当事業年度

末の借入未実行残高は次の通りであります。

　

当座貸越極度額及びコミットメ

ントラインの総額

   2,100,000千円

借入実行残高        1,100,000千円

差引額 1,000,000千円
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（四半期損益計算書関係）

当第３四半期累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

　　

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

　

　　　次の通りであります。

　

給料手当 560,735千円

研究開発費 363,910千円

賃借料 153,721千円

　

 

当第３四半期会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

　

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

　

　　　次の通りであります。

　

給料手当 187,687千円

研究開発費 120,875千円

賃借料 49,958千円

　

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

　　

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

　　表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 2,187,317千円

現金及び現金同等物 2,187,317千円
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（株主資本等関係）

当第３四半期会計期間末（平成21年９月30日）及び当第３四半期累計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年

９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　　　5,104,003株

 

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式　　　　　　 46,393株 

 

３．新株予約権等に関する事項

ストック・オプションとしての新株予約権

　新株予約権の四半期会計期間末残高　　　　　38,533千円 

  

４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年３月26日
定時株主総会

普通株式 126 25 平成20年12月31日平成21年３月27日利益剰余金

 

(2) 基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日が当

四半期会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

５．株主資本の著しい変動に関する事項

　当第３四半期会計期間における剰余金の配当については、「４．配当に関する事項」に記載しております。

なお、この他に該当事項はありません。

 

（有価証券関係）

　当第３四半期会計期間末（平成21年９月30日）

　有価証券の当第３四半期貸借対照表計上額は、前事業年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載して

おりません。 

 

（デリバティブ取引関係）

　当社の利用しているデリバティブ取引はヘッジ会計を適用しているため、デリバティブ取引に関する注記を省

略しております。

 

（持分法損益等）

　該当事項はありません。 

 

（ストック・オプション等関係）

当第３四半期会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

  該当事項はありません。

　

（企業結合等関係）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期会計期間末
（平成21年９月30日）

前事業年度末
（平成20年12月31日）

１株当たり純資産額 1,514.91円 １株当たり純資産額 1,499.63円

２．１株当たり四半期純利益金額等

当第３四半期累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

当第３四半期会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 42.28円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 6.39円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下の通りであります。

 
当第３四半期累計期間
（自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日）

当第３四半期会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額   

四半期純利益（千円） 213,864 32,334

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 213,864 32,334

期中平均株式数（株） 5,057,715 5,057,660

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前事業年度末から重要な変動があった

ものの概要

　　　 －

 

 

  

　　　 －

 

 

  

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

　

（リース取引関係）

　リース取引開始日が、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号）及び「リース取引に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号）の適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取

引について、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当第３四半期会計期間における

リース取引残高は前事業年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年11月２日

興研株式会社

取締役会　御中

監査法人Ａ＆Ａパートナーズ

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 中井　義己　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 岡　　賢治　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている興研株式会社の平成

21年１月１日から平成21年12月31日までの第47期事業年度の第３四半期会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30

日まで）及び第３四半期累計期間（平成21年１月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半

期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、興研株式会社の平成21年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半

期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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